
議案第 ５１ 号  

 

周南市介護保険条例の一部を改正する条例制定についての専決処分を報

告し、承認を求めることについて 

 

 周南市介護保険条例の一部を改正する条例制定について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分をしたので、

同条第３項の規定により、市議会に報告し、承認を求める。 

 

   令和２年５月８日 提出 

 

周南市長  藤  井  律  子  
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（別 紙） 

専 決 処 分 書 

周南市条例第 ２５ 号  

令和２年４月１日  

周南市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

周南市長  藤  井  律  子        

 

周南市介護保険条例の一部を改正する条例 

周南市介護保険条例（平成15年周南市条例第151号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「平成32年度」を「令和２年度」に改め、同条第２項中「平成31年

度及び平成32年度の各年度」を「令和２年度」に、「21,960円」を「17,570円」に改

め、同条第３項中「平成31年度及び平成32年度の各年度」を「令和２年度」に、

「21,960円」を「17,570円」に、「36,600円」を「29,280円」に改め、同条第４項中

「平成31年度及び平成32年度の各年度」を「令和２年度」に、「21,960円」を

「17,570円」に、「42,460円」を「41,000円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の周南市介護保険条例の規定は、令和２年度分の保険料か

ら適用し、令和元年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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（参 考）  

周南市介護保険条例新旧対照表  

改正前  改正後 

（保険料率）  （保険料率） 

第３条  平 成 30年度から平成 32年度までの各年度に おける保 険

料率は、次の各号に 掲げる第１号 被 保険者（介護保険法 （平

成９年法律第123号。以下「法」という。）第９条第１号に規

定する第１号被保険 者をいう。以 下 同じ。）の区分に応 じそ

れぞれ当該各号に定める額とする。  

第３条  平 成 30年度から令 和２年度 まで の各年度におけ る保 険

料率 は、次の各号に掲げる第 １号 被 保険者（介護保険 法 （平

成９年法律第123号。以下「法」という。）第９条第１号に規

定す る第１号被保険者をいう 。以 下 同じ。）の区分に 応 じそ

れぞれ当該各号に定める額とする。  

(１ )～ (12) （略） (１ )～ (12) （略） 

２  前項第 １号に掲げる第１号被保 険者についての保険料の 減

額賦課に係る平成 31年度及び平成 32年度の各 年度におけ る保

険料率は、同号の規定にかかわらず、21,960円とする。 

２  前項第 １号に掲 げる第１号 被保 険者につい ての保険料の減

額賦 課に係る令和２年度にお ける 保 険料率は、同号の 規 定に

かかわらず、17,570円とする。  

３  前項の 規定は、第１項第２号に 掲げる第１号被保険者に つ

いての保険料の減額 賦課に係る平 成 31年度及 び平成 32年 度の

各年度における保険 料率について 準 用する。この場合に おい

て、前 項中「 21,960円」とあるのは、「 36,600円」と読 み替

えるものとする。  

３  前項の 規定は、 第１項第２ 号に 掲げる第１ 号被保険者につ

いて の保険料の減額賦課に係 る令 和 ２年度における保 険 料率

に つい て 準用する。こ の場 合 におい て 、前 項中「 17,570円 」

とあるのは、「29,280円」と読み替えるものとする。  

４  第２項 の規定は、第１項第３号 に掲げる第１号被保険者 に

ついての保険料の減 額賦課に係る 平 成 31年度 及び平成 32年度

の各年度における保 険料率につい て 準用する。この場合 にお

いて、 第２項中 「 21,960円」とある の は 、 「 42,460円」と 読

み替えるものとする。 

 

４  第２項 の規定は 、第１項第 ３号 に掲げる第 １号被保険者に

つい ての保険料の減額賦課に 係る 令 和２年度における 保 険料

率 につ い て準用する。 この 場 合にお い て、 第２項 中 「 17,570

円」とあるのは、「41,000円」と読み替えるものとする。  

 

 


